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１．はじめに 

内航海運からの CO2排出量を削減するために 1990 年

代建造の類似船型の基準値に対し 16%以上の省エネ性

能を有する内航船の船型バリエーション（499G/T 型：

30 船型、749G/T 型：30 船型）を開発した。ここでは、

特に 749G/T型一般貨物船の船型バリエーション開発の

船型群の推進性能特性と内航船特有の制約条件である

総トン数及び載貨重量の特性について報告する。 

 

 

図－1 749G/T 型一般貨物船の水槽試験模型 

 

２．船型群の生成手法 

日本船舶明細書から抽出した 749G/T型一般貨物船の

主要目を基に、船長 LPP、船幅 B、喫水 d の 3 つを設計

変数とした表－1 に示す設計空間を定めた。 

総トン数が 749 トン以下に制限されていることを考

慮し、排水量一定の条件を船型に課した。この場合、

CB が要目に応じ変化するため、本研究では実現性のあ

る 0.68 から 0.80 の範囲（図－2）に設定した。 

設計空間内の船型群は 8 つの基本船型から船型ブレ

ンディング手法を用いて 463 船型を生成した。 

 

表－1 749G/T 型船型バリエーションの主要目範囲 

LPP 73.0 m – 83.0 m 

B 12.8 m – 14.5 m 

d 3.8 m – 4.8 m 

 

図－2 749G/T 型船型バリエーションの設計空間 

（CB＝0.68-0.80） 

 

３．船型群の評価 

3．1 推進性能評価 

生成した 463 船型について、130 万セル程度の構造格

子を用いて海技研開発の CFD ソルバー(NEPTUNE)による

数値解析を実施し、この計算結果と開発船型の水槽試験

結果から得られた相関係数を用いて推進性能評価を行

った。図－3 に示すとおり、本船型群は CBにより浮心位

置及び CPカーブを系統的に変化させているため、本船型

群の推進性能は CBで良く整理されることが分かった。こ

のため、本研究では船型バリエーションの選定基準に CB

を採用した。 

 

図－3 749G/T 型船型バリエーションの CBに対する

12.0knot における所要馬力の比較図 

 

系統的な船型群（463 船型）の内、1990 年代基準値か

らの省エネ率が 16％以上であると推定される船型は、

118 船型あった。ここから 30 の船型バリエーションを選

定するに当たり、計算結果のばらつきも考慮し、16％以

上の省エネ率が見込まれる CB = 0.68 から 0.73 までの範

囲でフィルタリングを行い、次節に述べる 749G/T 内航

船としての成立性評価に対する選定の余裕を考慮し、実

用性のある候補船型 51 船型を選定した。 

3．2 成立性評価 

前記の系統的船型群の馬力推定結果を踏まえ、船型群

から実用性のある候補船型 51 船型のデータを造船所に

提供し、載貨重量と総トン数を算定し、749G/T 型一般貨

物船としての成立性を評価した。 

図－4に総トン数の算定結果により 749G/T未満の船型

を成立、それ以上を不成立としたときの候補船型 51 船

型の主要目と 749G/T 型一般貨物船としての成立性との

関係性を示す。図より 749G/T 船型として成立するため

には、排水量一定条件で船長が短く、船幅が長い必要が

あることが分かる。次に、図－5 に主要目と船速 12knot

における所要馬力との関係を示す。前記の通り 749G/T
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船型群の馬力は CBとの相関が強く、船長、船幅、喫水が

大きいほど小さい。図－6 に主要目と載貨重量との関係

を示す。本 749G/T 船型群の所要馬力は排水量一定の条

件下において CBとの相関が強いが、一方、載貨重量と CB

との間の相関は弱かった。 

すなわち、これらの関係は総トン数の制限を満たしな

がら最大の載貨重量で所要馬力を最小化する最適船型

が存在することを示している。ただし、載貨重量と所要

馬力との評価値としての重みは、経済状況、船社の方針

等により変化する。本研究では、指標の１つとして 1990

年代建造の類似船型の平均 CO2排出量[gCO2/(ton･mile)]

に対する削減量（省エネ率）を採用する。 

 

図－4 総トン数で評価した 749G/T型一般貨物船とし

ての成立性の主要目に対する分布（黒：成立船型、白：

不成立船型） 

 

図－5 12.0knot での所要馬力の主要目に対する分布 

 

図－6 載貨重量の主要目に対する分布 

 

図－7 に 749G/T 型一般貨物船として成立する 30 の船

型バリエーションに対して、出力 1600PS の主機を搭載

した場合の 1990 年代の CO2排出量[gCO2/(ton･mile)] 基

準値からの省エネ率とその主要目との関係を示す。図中

A が船型バリエーションにおいて最も省エネ率の高い船

型である。この船型は、図－5 に示す通り所要馬力最小

船型ではない。これは、省エネ評価式において載貨重量

が線形に評価されるのに対して、推進性能は到達船速の

差として評価されるため、評価式が推進性能の向上と比

較し、積載重量の向上がより重きを置いて評価されるた

めである。一方、船型 B は市場調査においてニーズの高

いホールド長さ 42m 以上を確保できる船長 77m 以上の船

型バリエーションにおいて最も省エネ率の高い船型で

あり、省エネ率は 38.7%であり、最も省エネ率の高い船

型 A との省エネ率の差は 0.2％である。 

このように総トン数の制限を満たしながら最大の載

貨重量で所要馬力を最小化する最適船型について定量

的に評価し、建造する船型を議論できる点に本船型バリ

エーションの価値がある。 

 

図－7 749G/T 船型群省エネ率の主要目に対する分布 

 

４．まとめ 

内航船舶の建造を担う中小造船所で低コストかつ容

易に省エネルギー内航船舶が建造可能となるよう、1990

年代基準値からの省エネ率が 36.6%～38.9％となる

749G/T 型一般貨物船の船型バリエーション（30 船型）

を開発した。船型の評価は経済状況、船社の方針等によ

り変化するが、その評価を総合的・定量的に示したこと

に本船型バリエーションの価値がある。本船型バリエー

ションを活用し実船が建造され内航海運の省エネ化に

寄与することを期待する。 
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